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高次脳機能障害リハビリテーション医療の立場から



治療と仕事（職業生活）の両立
病気を抱えながらも働く意欲・能力のある労働者
が、仕事を理由として治療機会を逃すことなく、
また治療の必要性を理由として職業生活の継続を
妨げられることなく、適切な治療を受けながら生
き生きと就労を続けられることである。

労働者
（患者）

主治医
（医療機関）

事業所
（産業医）

疾病により支援が必要な労働者（患者）自身
に就労意欲があり、本人の事業所への申し出
から始まる。勤務情報提供書の活用。

主治医意見書を提出する。
医療機関によっては両立支援コーデイネータ
が必要な情報を収集する。

主治医の情報を産業医・産業保健スタッフに提供し
就労継続の可否、就業上の措置・治療に対する配慮
意見をまとめる。

療養・就労両立支援料
診療報酬



療養・就労両立支援
• 治療と仕事の両立

悪性腫瘍・肝疾患・脳卒中・指定難病・心疾患・糖尿病など

• 医療と職場の連携

脳腫瘍 低酸素脳症
もやもや病

高次脳機能障害に対するリハビリテーション治療

・主治医は職場環境や詳細がわからず、職場側は疾病性を理解できない。
・業務内容、作業・職場環境、安全衛生要因と病状との関連性、職場側の復帰への懸念などの情報を治療
（医療）と就労（職場）の両フィールド間で情報交換を行い、相互補完をすることが必要である。

療養・就労両立支援指導料の対象となる疾患 疾患の治療

疾患の治療と仕事の両立のみならず、障害も含めた両立が必要



・診療報酬
2022年度診療報酬改定

療養・就労両立支援指導料
初回支援800点, 2～4回目 400点（初回から3ケ月以内月1回）

算定に必要な条件
①傷病：腫瘍・脳卒中・慢性肝疾患・心疾患・若年性認知症または難病である
②事業所に産業医（産業医、総括安全衛生管理者、衛生管理者、保健師など）が配置されている。
算定の流れ
①患者と事業者が共同で勤務情報提供書を作成
②勤務情報提供書を主治医に提出
③患者に療養上必要な指導を実施
④主治医が企業に対して診療情報を提供する

相談

事業所

③病院：診察・リハビリテーション・指導

受診

①勤務情報提供書作成

④ 診療情報提供（意見書）

②勤務情報提供書主治医へ提出

これらの条件を満たさない場合、診療報酬
上は両立支援指導料は算定されず、通常の
診断書料のみの算定となる。



（事業者）
産業医

患者 主治医

療養・就労両立支援指導の流れ

産業医
両立支援（産業医学）
対象：従業員
目的：職業復帰・適正配置
方法：両立支援

主治医
復職支援（リハビテリーション医学）
対象：中途障害者
目的：職業復帰・適性配置
方法：①職業復帰支援

②職業定着支援（両立支援）

①勤務情報提供書を作成
②勤務情報提供書を主治医
に渡す

③就労の状況を考慮して療養上
の指導を実施

④患者の就労と治療の両立に必要な情報の提供を行う



勤務情報提供書

車の運転
危険を伴う仕事
機械操作
対人業務 接客
電話対応
出張など

職務内容の確認

傷病休暇
短時間勤務
テレワーク
試し出勤

事業所と本人が
勤務内容を一緒に確認する

利用可能な制度の確認

主治医：復職支援のリハビリ
テーション計画をたて、療養・
就労両立支援指導を行うための
重要な情報



主治医意見書

医療機関が配慮すること

・見通しが立っている情報のみ記載
・不確定な予定はいつ頃めどが立つ
かの予測を記入する。
（治療効果、業務制限など）

・複数科受診の場合、他科受診の頻
度も考慮する。
・勤務情報提供書で事業者や労働者
から相談のあった事項を中心に記載
する。

事業者（産業医）が確認する
ポイント
・主治医意見書をもとに産業
医の意見も勘案しつつ労働者
と十分話し合ったうえで、事
業者が就業上の措置や配慮事
項を決定する。
・通院のスケジュール、時間
帯を確認する

措置期間
就業上の措置や配慮事項
の見直しや次の主治医意
見書の取得のタイミング
の目安



急性期 回復期 生活期

リハビリテーション

・経過によって入院・通院
する医療機関が変わること
がある。労働者によっては
治療の状況や必要な就業上
の措置について情報提供を
依頼する主治医や医療機関
が変わる可能性がある。
・生活期においては職業リ
ハビリテーションや障害福
祉サービスとの連携を必要
とする。

脳卒中の両立支援



急性期 回復期 生活期
救急医療

一般医療

回復期リハビリテーション
機能回復訓練・ADL訓練

待機期間 障害者支援施設
（就業・生活支援）
障害者職業センター 就労

自立外来・在宅リハビリテーション

医療保険 社会福祉制度/介護保険

脳卒中患者の両立支援に向けた流れ

障害者手帳の交付に時間がかかる
と就労支援に関する施設利用に
自宅待機の期間が生じる

障害者総合福祉法に
おける両立支援に向
けたサービス

訓練等給付
自立訓練（機能訓練・生活訓練）
就労移行支援
就労継続支援（A型,B型）



生活期の高次脳機能障害者への復職支援

就労移行支援の利用と有効性
・病院の環境下では自身の変化について本人には認識しづらい。
・退院後の支援について周囲（家族・医療従事者）からイメージしづらい。
・就労移行支援の利用によって、自己理解の促進、補完方法の獲得、企業調整を
行うことで、就職後の継続率が高くなる。

利用調整
・復職目標で就労移行支援を利用
・本人の希望、主治医と企業の同意
・高次脳機能障害のある方の復職支援には、うつ病などを対象としたリワー
ク支援では限界がある。

利用開始 実践訓練 復職調整

就労移行支援スタッフ：医療連携・職場との連携

病院でできる
限界がある

面会や医師の
説明だけでは
本人の状態が
わからない

厚生労働省ホームページより

行政（役所）・事業所（職場）・医療（病院）の連携

一般就労中の就労系福祉サービスの利用
一般就労への移行や継続を柔軟に支援するため、一般就労中の障害者でも就労系障害福祉

サービスを一時的に利用できる（令和6年4月1日施行）。
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